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日本が観光国として成長するにあたり必要な戦略として積極的に「外需を取り込む姿勢」、と
２１世紀に入り、ニューツーリズムの台頭と共に全国各地に「着地型観光」の機運が拡大し
て地域主体の観光商品が旅行市場に発信されるようになった。「着地型観光を推進する組織」
とは、１）広義には、「地域が主体的に経営する地域資源を活用した地域発着の観光商品を造
成・開発・販売・運営する組織のこと」をいう。主として自組織エリアの観光による地域活
性化を目的として地元出資の旅行会社法人、または協議会、実行委員会など、用途によって
組織形態は様々である。２）狭義には、「2007 年、国土交通省が「旅行業法」を改正して「旅
行業３種旅行業特約制度」を導入したことが契機となって各地の観光協会、街づくり会社、
旅館組合等が主体となって旅行会社法人化した組織のこと」をいう。「旅行業法新３種旅行業」
は自営業所の所在する自治体と隣接する自治体までが発着できる募集型企画旅行の商品を企
画・販売することができる。しかしながら、このように最近注目され、ブームとなっている
着地型観光も全国的にどの程度拡大し、どのような経営をおこなっているか包括的研究が少
ない。そこで本研究では独自に着地型観光データ８３を集計し、着地型観光をさまざまな観
点から分類し成功モデルを抽出した。【１】時間的には、国の観光立国宣言（2003 年）から観
光立国推進基本法成立（2006 年）の間に、着地型観光組織は、徐々に開業件数が増加する。
さらに、2007 年、旅行業法が改正施行され第３種旅行業に着地型旅行業の範囲が認可される
と、急速に着地型観光組織の開業が拡大した。（2006 年以前）地域まちづくり指導者を中心に、
組織は、民間団体出資のものが多い。株式会社、第３セクター等が、全体 21 件中 10 件ある。
組織の財務内容は比較的良好である。各の組織の全収入中 30％以上の自主財源を確保できて
いる組織が、21 件中 13 件ある。（2007 年以降）公的機関が多い。全団体８３件の内、2007 年
以降開業の６２件となる。中でも３７件が財団、社団、組合と多い。これは協会、外郭団体
などの非営利団体による開業が多い。運営資金は、主に指定管理等の委託事業、補助金など
公的費用が充当される。２）2007 年以降、全８３団体の内６２組織が開業。2007 年には、２
０件の開業と突出して多い。この年以降は、県レベルの組織が、着地型観光に着手し始める。
茨城県観光物産協会、わかやま産業振興財団、鹿児島県旅行業組合などが挙げられる。単一
体験型観光を目的とする組織から、地域再生と地域産業振興に関係する組織が増える。農業
体験と加工食品づくりを包含する６次産業等との連携がふえ、また販路は発地の旅行業指向
から、ＨＰ等、ＩＣＴを活用した市場への販促が増えていく。【２】開業年と開業所在地、地
方としては、東北、中部、関西、九州に多い。県別にみると、１位長野県（９件）、２位長崎
県（６件）、３位新潟県および北海道（５件）、４位和歌山県（４件）の５道県が代表である。
【３】運営主体は、2006 年まで、株式会社、３セク、有限会社、実行委員会組織等の民間に
近い組織が、2007 年以降の組織に比して多く目立つ。逆に、2007 年以降は、行政団体に近い、
財団法人、社団法人、一般社団法人、ＮＰＯによる着地型観光組織の件数が倍増している。
財務体質からみると、2006 年までは民間のしっかり型だが、2007 年以降は公的なものが増え
たが財務体質は自立性が低下したといえる。【４】主として旅行業、物品販売、宿泊業等自主
財源を５０％以上確保して、組織維持の可能性の高い組織２５団体の特徴、共通点を挙げる
と、１）各組織の指導的中核人材の活躍に負うところが大きい。２）商品開発の特徴的手順
として、地域市民を交えたコミュニケーションをとりながら、地域資源の発掘、整理化を行
う。組織単独ではなく、関係住民に、気づきと誇りと新たな素材の資源化を行う。同時に住
民人材の発掘に役立てる。３）組織が交流人口の拡大という具体的な目標をもっている。４）
地域への来訪顧客の固定客化、会員化をはかり、ＣＲＭ戦略にてリピート対策をとる。５）
自主財源確保の手段として、観光に関わる複数の収入源を確保している。着地型旅行業以外
に、物産販売、飲食宿泊、グッズ販売業等、顧客価値と動線の中で財源を確保に努めている。
特に、宿泊業と着地型旅行業とは、組織運営上相互に利益共有を図るには有効な作用がみら
れる。６）顧客、販路チャンネルとして、旅行会社 9、宿泊業 9、HP10、近在客・会員団体 3、
流通業 1、であった。【５】財務的に一定の成功を収める２５の着地型観光組織の７つの項目
と事業活動を俯瞰すると次のことが言える。①地域の多様な団体とコミュニュケーションを
とり商材発掘と人材育成。②広域連携のとれた着地型商品を開発しながら、マーケティング
を行う。③観光周辺の自主財源を確保する。④一定の顧客開発後は、ＣＲＭ戦略で顧客固定
客化する。⑤固定客がリピート化することにより、地域にとり安定的に旅客消費が循環。【６】
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着地型観光組織のマトリックス型４分類の提案：着地型観光組織を【都市←→地方】軸と、【営
利←→非営利】軸である。２つ軸による４つのマトリックスで分解すると、次の４分類を得
た【都市×非営利】類型＝「Ａ．まち歩き型」３件。【都市×営利】類型＝「Ｂ．観光地起業
型」３０件。【地方×営利】類型＝「Ｃ．地域再生型」３０件。【地方×非営利】類型＝「Ｄ．
体験観光型」２０件。 
 
キーワード：着地型観光、ニューツーリズム、旅行ビジネス、地域資源、バリューチェーン 
Key words: Community Based Tourism, New Tourism, Tourism Business, Local Resources, Value Chains 
 
第Ⅰ章．研究の目的と問題意識 
 ２１世紀に入り、ニューツーリズムの台頭と共に全国各地に「着地型観光」の機運が拡大して地域主体の
観光商品が旅行市場に発信されるようになった。 
 「ニューツーリズム」とは、「消費者志向の変化により、エコ・産業など、これまでのカテゴリーに入らな
い、エコツアー、産業観光、ロングステイ、ヘルスツーリズム、グリーンツーリズム等」のこと（小長谷、
渡邉（2009））であり、「着地型観光」とは、「地域住民が主体となって観光資源を発掘、プログラム化し、旅
行商品としてマーケットへ発信・集客を行う観光事業への一連の取組み」である。このような地域仕立ての
観光事業の多くは現地集合・現地解散という旅行パターンをとる（尾家健生・金井萬造（2009））。小長谷（2012）
は、「ニューツーリズム」は新しい観光の潮流に対し、消費者サイドの選好論に着目した消費者行動論的言い
方であり、「着地型観光」は生産者サイドに着目した企画プロセス論の言い方であるとしている。 
 2007 年の「旅行業法改正」と共に、観光による地域活性化の目的のもと各地に着地型観光組織が設立され
る。それは道の駅、観光協会、旅館組合、第３セクター等が主体となるものであった。レジャー白書（2007
年）等によれば、マスツーリズムの時代と異なり消費者の旅行参加ニーズも多様化が指摘され、これのニー
ズの受け皿として期待されるのがニューツーリズムと着地型観光といわれる。 
 しかしながら、このように最近注目され、ブームとなっている着地型観光も全国的にどの程度拡大し、ど
のような経営をおこなっているか包括的研究が少ない。そこで本研究では独自にデータを集計し、着地型観
光を、さまざまな観点から分類し成功モデルを抽出する。 
 
第Ⅱ章．マスツーリズムの必然性と変遷、その功罪（略） 
１．マスツーリズムの発生。1960年代（1952年旅行あっ旋業法、1963年観光基本法） 
（１）戦後復興と高度経済成長の申し子、マスツーリズム。 
２．パッケージ旅行の導入。個人旅行も効率的製造と販売。（1965年～1970年代） 
（１）マスツーリズムの第二局面（フォーディズム価値）－旅行業、１枚の切符代理販売業から、「製造業（注
３）」に変わるイノベーション 
（２）旅行代理店業から旅行製造業（価値）にイノベーションをおこさせた価値 
 この 1970 年頃に発生した旅行業イノベーションには３点の価値連鎖が働いていた。それは「ＩＴ包括運賃」、
「ランドオペレーター」、「旅行業法の改正」のワンセットの価値連鎖であった。３．マスツーリズムの弊害 
1980 年代～1990 年 （1995 年旅行業法改定、旅程保証） 
（１）マスツーリズムの商品形態 
（２）マスツーリズムが引き起こした問題 
 （問題１）大量販売を前提にした大量生産により引き起こす着地側の観光地環境問題を引き起こす。（問題
２）大量販売のためのスケールメリットがスケールデメリットを引き起こす負の連鎖問題をおこす。（問題３）
旅行形態、需要の多様化とバブル経済崩壊で大型観光施設、観光産業の斜陽化。 
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第Ⅲ章．ニューツーリズムと着地型観光の出現（1990年代～2000年） 
１．今世紀の変わり目に旅行需要と形態の変化が起こる 
（１）伝統的町並み保全から観光まちづくりへ。住んでよし行ってよしの着地型観光へ。 
（２）インターネットの普及と交通インフラの整備が旅客の需要の多様化を喚起する。 
（３）量販・発地型観光から着地型観光の萌芽（1995～2003年） 
（４）地域活性化をめざす着地型観光組織の林立（2003年～2009年） 
 2003 年国の「観光立国宣言」は、前述の制度支援と共に観光による地域活性化を訴える。これを受けて2005
年前後から各地に着地型観光組織が発芽する時期に入る。それは着地型観光で地域再生効果があることを認
識しはじめた地域の観光協会、道の駅等から同組織の立ち上げが始まったからである。 
（５）2003年観光立国宣言後、自立経営のできている着地型観光組織は数少ない。 
（６）課題設定（2009年～2013年） 
 着地型観光組織の地域マネジメントと経営マネジメントの両立できる組織の不在 
４．「着地型観光を推進する組織」の定義 
（１）広義には、「地域が主体的に経営する地域資源を活用した地域発着の観光商品を造成・開発・販売・運
営する組織のこと」をいう。主として自組織エリアの観光による地域活性化を目的として地元出資の旅行会
社法人、または協議会、実行委員会など、用途によって組織形態は様々である。 
（２）狭義には、「2007 年、国土交通省が「旅行業法」を改正して「旅行業３種旅行業特約制度」を導入し
たことが契機となって各地の観光協会、街づくり会社、旅館組合等が主体となって旅行会社法人化した組織
のこと」をいう。「旅行業法新３種旅行業」は自営業所の所在する自治体と隣接する自治体までが発着できる
募集型企画旅行の商品を企画・販売することができる。この旅行業法改正は制度としての着地型観光組織を
国が支援することを決めた最初の法律といえる。さらに 2008 年には「観光圏整備法」が成立した。地域発観
光商品造成上、地域連携が不可欠とされる着地型観光組織を面的に支援していく観光圏整備をいう。 
５．着地型観光組織とエージェントの違い 
（１） 塹江隆（2008）によれば、旅行業とは次の定義をしている。一般的に、旅行業（エージェント）と
は、都市部周辺にて、発地型旅行業を営む業者のことをいう。発地型旅行業も３種類に分類される。国内旅
行、海外旅行の募集型企画旅行の取扱いができる第１種旅行業、国内旅行の募集型企画旅行と手配旅行のみ
取扱いができる第２種旅行業、海外・国内旅行の販売専業の第３種旅行業及び親会社に指定商品販売契約を
された、旅行業者代理業である。これに対して、着地型観光組織は、既述のように、着地側が主体となって、
各種地域資源と人材を活用して、地域発着の観光商品を開発、造成する、旅行会社のことをいう。 
（２）着地型観光組織の機能と組織 着地型観光組織の成立は、地域振興と組織維持のための収益目的も含
めた地域商社の任務を帯びた組織が多くみられる。その組織は、様々な地域資源を活用した商品加工とその
販売組織であることが多い。そのため組織のつながりは、緩やかなものが多い。それは、１次産品から３次
産品まで、生産物の種類別または地域別に小団体があり、その連合体としての着地型観光組織である。 
 そこで共通して行われていることは、次の３点の業務連鎖を伴うことがあり、その生産物が市場で販売さ
れて、売上金の回収から、地域還元まで行っていることが、主要な業務といえる。 
１）着地型観光組織は、地域資源を地域住民が主体的に、発掘・整理・活用して商品開発と運営までをする。
その担い手が主に地域住民であることが１番目の特徴といえる。２）二つ目に、地域住民が、組織の人材と
して、着地型観光組織の骨格をなす発地である都市部からの予約と運営等の受皿になることを目的とするこ
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とである。３）着地型観光組織の窓口は、ワンストップであるがために、市場からの売上も顧客情報も、評
価も、地域内に還元され、地域内を循環する出入り口となる。 
６．着地型観光組織になりうる組織 
 筆者の経験では、地域において、着地型観光を進行させるにあたり、地域の営利・非営利の団体代表者が
会議に出席する場合が多い。会議出席者のメンバーは、観光協会、商工会、旅館組合、ＪＡ、漁業組合、語
り部協会、ＮＰＯ団体、旅行会社、行政等であることが多い。以上の団体の全部または一部であることが多
い。 
７．旅行業法改定部分の説明全文（略） 
【表１】2007 年 5 月、観光庁発表「旅行業法改正、第 3 種旅行業業務範囲の変更」に関する説明変更 
 
 
 
 
 
 
 
 
第Ⅳ章．着地型観光と組織の問題点整理－全ての着地型観光組織が成功しているわけでは
ない（略） 
 
第Ⅴ章．着地型観光組織の分類 
１．着地型観光組織の分類方法とその考え方 
 着地型観光組織には、組織の立ち上がりの背景、目的や、業種業界やその立地によって各々発地に対する
価値も異なってくる。ここではその理念と組織背景と担い手と対象市場等の要素によって分類を行いながら、
主として今世紀に入って林立してきた着地型観光組織の中でも、より持続性と経営性に優れた組織のモデル
に迫り明らかにすることを試みたい。 
 着地型観光組織のもつ７つの項目を分析してから述べる。それは、①組織の事業目的・特性、②所在地、
③組織形態、④創業年、⑤その組織運営を指導する中核的な人材の有無と出身母体、⑥さらに組織を支える
主たる収入・財源、そして最後に⑦主な販路である。 
 さらに旅行業法が改定され、新第３種旅行業として着地型旅行会社の設立が認可された年、２００７年を
境にして、多くの着地型観光組織の変遷と動向についても確認をしてみたい。 
 着地型観光組織のデータ８３件の出典は、筆者が取材、訪問、ヒアリングに入手したものが１６件、かね
てより、参考文献、旅行業界誌、旅行業界新聞の記事をファイルしたものが１１件、残り５６件は、観光庁
ＨＰ（2010）「いきいき地域」より検索して、ヒアリング調査による項目情報を加えたものである。 
 着地型観光組織の指導者の分類として、Ｔは地域まちづくり指導者、Ｐは行政・商工団体が選出した指導
者、Ａは旅行業出身者、Ｈは宿泊業の出身者、Ｇは行政出身者、無記名の団体は―とした。同商品開発状況
の◎印は、市場に一定の顧客を持つ商品、○印は品揃えとして整備されている状況の組織、△×は、商品と
して品揃え、価格開発途上にある。 
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２．着地型観光組織、開業年とその運営主体・組織形態、事業の所在地について 
（１）着地型観光組織としての開業年と件数、８３件。2006年以前と以降の違い。 
 ここでいう開業年とは、各団体が着地型旅行業の免許取得年または、着地型観光商品の取り扱いを開始し
た年を表記した。各団体の設立年は並列して記載した。着地型観光組織の開業年を時系列でみた場合、次の
特徴的な事項がみられる。国の観光立国宣言（2003 年）から観光立国推進基本法成立（2006 年）の間に、着
地型観光組織は、徐々に開業件数が増加する。さらに、2007 年、旅行業法が改正施行され第３種旅行業に着
地型旅行業の範囲が認可されると、急速に着地型観光組織の開業が拡大した。ここでは「2006 年までの開業
組織」と「2007 年以降開業組織」に２分類して、各々の目的組織形態、収入による自主財源度合、顧客内容
について分析を試みた。 
【２００６年まで】 2006 年以前は、地域まちづくり指導者を中心に、地域毎に、開業目的ごとに明確な違
いが読み取れる。１）2006 年以前の組織は、民間団体出資のものが多い。株式会社、第３セクター等が、全
体 21 件中 10 件ある。２）2006 年以前の開業組織の財務内容は比較的良好である。各の組織の全収入中 30％
以上の自主財源を確保できている組織が、21 件中 13 件ある。３）観光地の組織では、バブル経済の崩壊か
ら立ち直ろうとする温泉観光地に起業をして、旅館も含めて地域活性化をはかる動きがみられる。観光地独
特の温泉資源、自然資源、食資源を活用した着地型観光商品の開発、流通販売を、観光地の業種を超えて挑
戦する観光組織と活動が出現する。４）都市部からの比較的遠隔地組織では、地域の１次産業を基盤にして、
地域再生を目的とする組織を開業することが多い。１次産品を活用した、加工食品の開発や販売を行う。産
業としての農林漁業の直接販売とともに、加工食品の販売市場を確立して安定経営に乗せる。並行して自ら
の商品の地域ブランディング化と収穫体験などの目的で、観光客誘致と観光商品の販売で地域循環経済の効
果をめざす組織がでてくる。５）都市部からの教育旅行市場の誘致のため、地域ぐるみの体験観光を確立の
ため、農家民泊、体験観光商品の整備、担い手の育成を主として行う組織が出現する。主として従来から観
光地ではなかった地域では、体験学習と民泊体験の受け入れ地を目的に組織が拡大する。 
【２００７年以降】１）①公的機関が多い。全団体８３件の内、2007 年以降開業の６２件となる。中でも３
７件が財団、社団、組合と多い。これは協会、外郭団体などの非営利団体による開業が多い。②財務内容は
運営資金は、主に指定管理等の委託事業、補助金など公的費用が充当される。２）2007 年以降、全８３団体
の内６２組織が開業。６２団体の内、３０団体（４９％）が、着地型旅行業を認可、第３種旅行業の改訂以
降に創業または開設している。特に法律改訂のあった 2007 年には、２０件の開業と突出して多い。鶴雅トラ
ベル、飯山観光局等などである。2007 年になると、着地型観光組織を開業する事業者数は拡大していった。
組織自体も従前は、中小都市段階のものが多かったが、この年以降は、県レベルの組織が、着地型観光に着
手し始める。茨城県観光物産協会、わかやま産業振興財団、鹿児島県旅行業組合などが挙げられる。３）2008
年以降の特筆すべき動向としては、単一体験型観光を目的とする組織から、地域再生と地域産業振興に関係
する組織が増える。具体的には、農業体験と加工食品づくりを包含する６次産業等との連携がふえる。また
販路は発地の旅行業指向から、ＨＰ等、ＩＣＴを活用した市場への販促が増えていく。2008 年は 9 件、2009
年は 14 件、2010 年は 15 件 
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【表２：着地型観光組織の分類表（設立年×所在地によるクロス集計）】 
年 2000以 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 総計
1 北海道 1 1 1 1 1 5 北海道
2 青森 0 青森
3 岩手 0 岩手
4 宮城 0 宮城
5 秋田 1 1 1 3 秋田
6 山形 1 1 2 山形
7 福島 1 2 3 福島
8 茨城 1 1 1 3 茨城
9 栃木 1 1 栃木
10 群馬 1 1 群馬
11 埼玉 0 埼玉
12 千葉 1 1 千葉
13 東京 0 東京
14 神奈川 1 1 神奈川
15 新潟 2 3 5 新潟
16 富山 1 1 富山
17 石川 1 1 石川
18 福井 1 1 1 3 福井
19 山梨 1 1 山梨
20 長野 1 1 1 1 2 1 1 1 9 長野
21 岐阜 1 1 岐阜
22 静岡 1 1 1 3 静岡
23 愛知 1 1 2 愛知
24 三重 1 1 三重
25 滋賀 2 2 滋賀
26 京都 0 京都
27 大阪 1 1 1 3 大阪
28 兵庫 1 2 3 兵庫
29 奈良 1 1 奈良
30 和歌山 2 1 1 4 和歌山
31 鳥取 0 鳥取
32 島根 1 1 島根
33 岡山 1 1 岡山
34 広島 1 1 広島
35 山口 1 1 2 山口
36 徳島 0 徳島
37 香川 0 香川
38 愛媛 2 1 3 愛媛
39 高知 1 1 高知
40 福岡 0 福岡
41 佐賀 1 1 佐賀
42 長崎 1 1 3 1 6 長崎
43 熊本 1 1 2 熊本
44 大分 1 1 1 3 大分
45 宮崎 1 1 宮崎
46 鹿児島 1 1 鹿児島
47 沖縄 0 沖縄
全国 6 3 1 1 3 1 6 20 9 12 15 3 3 83 全国
年 2000以 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 総計  
（２）開業年と開業所在地、2006年以前と 2007年以降 
 地方としては、東北、中部、関西、九州に多い。 
 着地型観光組織の開業した所在地別にみると、開業組織数で、１位長野県（９件）、２位長崎県（６件）、
３位新潟県および北海道（５件）、４位和歌山県（４件）の５道県が代表である。内容的にみれば、第１位「長
野」９件の内、４件は温泉地旅館や旅館組合との観光地での起業であり、残りは教育旅行用体験観光事業と
地域産品育成事業の２件ずつであった。第２位「長崎」６件は、切支丹資源を活用した地域再生目的の観光
事業が３件、２件は大規模な体験観光事業の組織、残り１件は「長崎さるく」である。第３位「新潟」５件
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は、全部が主として教育旅行用体験観光である。米どころ新潟らしい着地型組織が認められた。同順位３位
の「北海道」の５件の内４件は、観光地での組織が目立つ。場所でいえば、富良野、阿寒湖、旭川である。
残り 1 件は、ニセコの自然体験型の着地型観光組織である。第５位和歌山県の場合は、豊かな１次産業資源
を活用した、収穫体験と６次産業の加工食品の製造体験を組み入れた、地域に産業振興を前提にした観光組
織が目立つ。着地型観光組織の所在地は、その事業背景、目的、立地条件、地域資源の傾向によって、大き
く異なることが分かった。また東北地区と甲信越、中四国、九州の組織には、収入源としての補助金、委託
事業によるものが各地区の過半数になっていることがわかる。 
 【２００６年まで】長野が４件と最多である。内容は、２件の観光地が、第２種旅行業免許を取得して、
自力で着地型観光組織を立ち上げた。また南信州観光公社は教育旅行用の体験メニューを整備したことで有
名である。 
 【２００７年以降】長野以外の北海道４件、新潟５件、長崎５件、長野５件、和歌山４件と着地型観光組
織の開業が盛んになってきた。内容は、北海道は観光地での開業に対して、新潟の組織は、体験学習用メニ
ューの提供場所として、長野は、体験学習用と、観光地目的のものと割れている。和歌山県の回答は、地域
の産業振興用としての着地型観光組織づくりであった。 
（３）開業年度別の運営主体、組織形態、2006年以前 2007年以降 
 1990 年代から 2006 年まで、株式会社、３セク、有限会社、実行委員会組織等の民間に近い組織が、2007
年以降の組織に比して多く目立つ。例えば、株式会社では 2006 年以前は、全体の 24％なのが、2007 年以降
は 16％である。３セクや有限会社は 2006 年以前は、各々１９％、5％あったものが 2007 年以降は皆無であ
る。 
 逆に、2007 年以降は、行政団体に近い、財団法人、社団法人、一般社団法人、ＮＰＯによる着地型観光組
織の件数が倍増している。例えば、財団法人は 2007 年を境に 9％から 13％に、社団法人は 14％から 28％に、
一般社団法人は、9％から 18％に、ＮＰＯは 5％から 13％に伸びている。これは、2006 年までの着地型観光
組織は、国が着地型旅行会社の認可する数年前から、地域再生なり、産業振興の目的をもって、民間レベル
で着手せざるを得なかった背景も読み取れる。逆に、国が旅行業法を改正して、着地型観光組織の参入レベ
ルを低くした 2007 年以降は、行政団体に近い公益法人が先導して開業に着手した経緯がわかる。2007 年以
降は、旅館組合、観光協会、農業法人、道の駅法人、あるいは商店街組合との事例が増える。2007 年の旅行
業法改正による、着地型観光事業を地域における交流人口の拡大する重要な機会と捉えて創業する法人団体
が増えたことがうかがえる。 
 財務体質からみると、2006 年までは民間のしっかり型だが、2007 年以降は公的なものが増えたが財務体質
は自立性はやや低下したといえる。 
 
３．着地型観光組織の中核的人材、指導者の存在 
 各組織には、地域振興に熱心な指導者、業務推進に明るい中核的な人材が単独、複数は問わず、存在する。
各組織には交流人口の拡大というプロジェクトのもと、出身母体、着地型観光組織の商品開発、流通整備の
目的で様々な推進リーダーが配備されていることがわかってきた。 
（１）出身母体別指導者の組織傾向と特徴 
【最終ページ表３】参照 
 （Ｐ型）行政と商工団体から選出された指導者のある１９組織は、観光地起業と体験観光目的の設立が多
く、また旅行業免許は全組織が取得している。しかし、商品の完成度は発展途上にある。 
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 （Ｔ印）元々の地域づくり指導者のいる１２組織では、商品の完成度も高く、その販路も安定的に確保し、
地域ブランドの領域に達している著名な地域が多い。 
 （Ａ型）旅行産業出身者のいる 32 組織の内、22 組織が、補助金、業務委託を主な収入源にしている。そ
の殆どが 2007 年以降の開業である。販路開拓もＨＰに重点をおく傾向にある。 
 （Ｈ型）宿泊産業出身者のいる１０組織の内、８組織は、逆に宿泊業を生業として収入を得て、商品開発、
販路開拓も安定的に行う。これは、宿泊客の宿泊前後の行動需要を予測して、着地型観光で捉えて、本業の
宿泊ビジネス拡大に役立てている傾向にあることがわかる。 
（２）組織形態と指導者の関係 
 体験観光の取り扱いを主とする組織においては、元々の母体が地域行政である場合が多く、そのため、組
織の草創期における、組織づくりと発信内容については、比較的整然とかつ組織的に行われている印象を与
える。教育旅行出身者のリーダーの活躍が目立つ。 
 温泉地近郊の観光地組織の場合、その主体が元々の観光産業が出身母体だけに、地域業界でも、様々な集
客事業やイベントで実績を持つ人物がリーダーになる事例が多い。 
 地方都市で、１次産品はもとより、６次産業の産業振興をはかりながら、農家レストラン、産地直売所、
農産品によるスィーツショップ、収穫体験などを通じて農村と中小企業の再生をはかる着地型観光組織が多
く存在する。多彩なグリーンツーリズムの中核指導者の存在も多くみられる。 
 
４．着地型観光組織、年度別の収入による民間比率、主な販路 
 ８３件の着地型観光組織の内、自主財源６０％以上の組織は３１か所、内９０％以上自主財源で運営する
組織は２３か所である。４件に１件の組織が自立、持続可能性がある。 
（１）開業年度別にみる収入による自主財源の比率（民間比率） 
 全国８３の着地型観光組織の年度別の財源に占める収入率を民間比率として調査を行う。観光組織の収入
は、組織維持、持続のための為の重要な収入源である。2007 年に「新第３種旅行業」が登場するまでの、2001
年から 2006 年の間に開業した観光組織の自主財源の比率（民間比率）は、平均７４．３％を示している。逆
に 2007 年以降の認可登録された着地型観光組織の収入としての民間比率は５３．２％と、新旅行業法ができ
る前より平均 21 ポイント、自主財源率（民間率）は低下している。 
 2006 年までの組織は自力で財源確保できているものが多い。2001 年から 2006 年の間に開業した、16 観光
組織で自主事業収入が全収入比３０％越えの組織は、10 団体と 62.5％が民間比率が高いことがわかる。逆に
2007 年以降 2010 年までの開業した 56 観光組織の内、30％以上の収入を確保しているものは 23 団体、41．1％
と 2006 年以前に比べて民間率は低い。2007 年以降の開業した組織は、行政主導で始めたものが多いと考え
られる。 
（２）年度別にみる観光組織の傾向。民間比率が高い組織、低い観光組織 
 2000 年以前の観光組織は、開業５団体の内２団体が、自主事業で収入を得、１団体が運用益という財源で
組織維持をしている。民間比率の高い、若狭三方五湖観光協会の商品メニューは、教育旅行用の体験型観光
を主とする。もう１つの別府オンパクは、温泉観光地における、温泉資源活用の体験プログラムの温泉イベ
ントを通じて起業する組織である。残る２団体は、委託事業や組合費で運用である。 
 2001 年から 2006 年までの民間比率の高い観光組織とは、道の駅、教育旅行用体験観光組織、民間旅館、
スキー他野外スポーツ専門提供運営組織、まちの駅・加工食品開発・小売り会社などである。組織形態は、
３セク法人、完全民間まちづくり会社、旅館である。この間、補助金、業務委託を主な収入とするのは、体
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験型観光が２件、地域再生用人材づくりが３件、観光地起業が１件であった。固有名詞で挙げれば、海島遊
民くらぶ、枇杷倶楽部、南信州観光公社、いずしトラベル、ニセコリゾート、日光千姫物語などである。 
 旅行業改正のあった 2007 年に民間比率の高い観光組織とは、旅館、旅館民宿組合、６次産業を推進する株
式会社組織の農業法人、体験型観光を進行中の商店街組合、観光協会である。その後、2008 年の民間比率の
高い組織とは、社団法人ふらの観光協会、ＮＰＯ六日町観光協会、ＮＰＯ佐田岬ツーリズム協会である。2009
年は株式会社ツーリズム弟子屈（観光地体験観光）、ＮＰＯ遊佐町観光協会（体験学習）、㈱インプリージョ
ン（まち歩き）、㈱小値賀まちづくり公社（体験観光商品）。１２件開業の内、７件が補助金、業務委託が主
な収入であった。2010 年は（社）笠間観光協会の体験ツアー、（一社）高千穂観光協会の神楽体験、（社）長
崎観光コンベンション協会のさるくである。この年の着地型観光組織、開業数、15 件の内、11 件は補助金、
業務委託によるもので支えられていた。 
（３）民間化を支える、収入項目とは 
 着地型観光組織の主たる、収入源とその主な販路について 2006年以前と 2007年以降の分類をおこなった。 
 2006 年以前開業組織で、全収入に占める自主財源が 60％越える組織の収入項目は、飲食・宿泊、旅行業、
グッズ、その他自主財源、という順番で収入確保をしている。 
 2007 年以降開業で、全収入に占める自主財源が 60％越える組織の収入項目は、収入項目の大きな順番に、
旅行業が 100％近い箇所が 11 ヶ所、その他自主事業におもに７か所、飲食・宿泊に重点おく所が、５ヶ所、
グッズ販売が、１ヶ所である。 
 いずれも、組織の将来的に持続と経営面で、重要な要素であるだけに、分類をおこなった。収入項目につ
いては、「旅行業」、「グッズ販売業」「宿泊業」、「地元物産品販売業などの自主事業」、「委託事業」、「委託金
の運用事業」、「補助金等」さまざまである。各組織共、二つ以上の複数項目で収入を得ている。しかし、組
織を経営面でささえる収入項目で全収入に占める割合が３０％以上の構成比をもつ項目を主力収入項目とし
て分類をおこなった。補助金とは、行政団体からの補助金をいう。委託事業とは、自治体の保有する駐車場、
売店、施設建物の指定管理運営をいう。委託運用とは、委託金の運用益を収入とすることをいう。旅行業と
は、着地型観光商品の開発、販売、運営をいう。自主事業とは、組織として主体的に取り扱う、広告業、印
刷業をいう。宿泊業とは、組織が保有する宿泊施設の販売、運営または宿泊施設への宿泊販売業または手数
料収入を主たることをいう。物産とは、道の駅、産地直売所、ファーマーズマーケット等、地域物産品、加
工品のことをいう。 
（４）収入源のための情報発信先と販路 
 ここで特徴的な事項は２点ある。現在の着地型観光組織の約半数にあたる４８％、４０件が、補助金、業
務委託など、公的な資金で運用されていることである。純粋に民間事業中心で収益を得ている箇所は、半数
の５１％、４３件しかないことである。もうひとつは、着地型旅行業を主力収入にする箇所は全体の１９％、
１６件と少なく、他の自主事業、宿泊業、物産販売業との並行した複数事業で運営することが、安定経営に
貢献しやすい、という側面がわかる。 
１）主な収入が補助金、委託金で運営されている着地型観光組織は、情報発信事業が中心業務となっている
ことが認められる。情報発信を主としてＨＰに依存する２８着地型観光組織は、その 70％が、補助金、委託
事業による組織である。商品の完成度も低い。組織形態では、社団法人、財団法人。２）情報発信が、ＪＲ、
観光協会、市を顧客とする組織も観光指導者が半数と少なく、同じく商品完成度は低く品ぞろえも少ない。
３）宿泊業を顧客とする１５事業体は、殆どが観光地起業を目的としており、株式会社組織である。その指
導者は宿泊業と旅行業出身者が多い。４）旅行会社を顧客とする２５組織も、自主事業をもつ自己完結した
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事業体が多い。 
 2006 年以前の開業組織で、全収入に占める自主財源が６０％越え組織の収入項目を上げる組織の販路を分
析してみると次の通りである。旅行会社６件、ＨＰ５件、宿泊客６件、会員組織１件。 
 2007 年以降開業で、全収入に占める自主財源が６０％越え組織の収入項目を上げる販路は以下にあげる。
旅行会社９件、宿泊客６件、ＨＰ１１件、近在客２件。2006 年以前も以後も、主な情報発信としては、旅行
会社、宿泊業、ＨＰが主力の販路といえる。 
（５）財務的に成功している着地型観光組織７つの項目にみる共通点と重点業務 
 ここでは、主として旅行業、物品販売、宿泊業等自主財源を５０％以上確保して、組織維持の可能性の高
い組織２５団体の特徴、共通点を挙げる。１）各組織の指導的中核人材としてＡ旅行業出身７名、Ｈ宿泊業
出身４名、Ｔ地域づくり者４名、商工選出者９名、無記名者１名の活躍に負うところが大きい。２）地域に
おける着地型旅行商品開発の特徴的手順として、地域市民を交えたコミュニケーションをとりながら、地域
資源の発掘、整理化を行う。組織単独ではなく、関係住民に、気づきと誇りと新たな素材の資源化を行う。
同時に住民人材の発掘に役立てる。３）組織が交流人口の拡大という具体的な目標をもっていることが目立
つ。また組織維持発展のために自由に使用できる自主財源、収入計画をもつことが必要と考え、旅行業免許
を取得して受入体制を構築する。また地域横断的で広域連携のとれた観光商品を実現して、多種多様な来客
の促進するための組織が必要と訴求する。具体的な顧客の来訪、滞在価値提案を訴求し、行動目標化してい
る。４）地域への来訪顧客の固定客化、会員化をはかり、ＣＲＭ戦略にてリピート対策をとる。５）自主財
源確保の手段として、観光に関わる複数の収入源を確保している。着地型旅行業以外に、物産販売、飲食宿
泊、グッズ販売業等、顧客価値と動線の中で財源の確保に努めている。特に、宿泊業と着地型旅行業とは、
組織運営上相互に利益共有を図るには有効な作用がみられる。６）顧客、販路として、旅行会社 9、宿泊業 9、
HP10、近在客・会員団体 3、流通業 1、であった（複数回答）。財務的に一定の成功を収める２５の着地型観
光組織の７つの項目と事業活動を俯瞰すると次のことが言える。①地域の多様な団体とコミュニュケーショ
ンをとり商材発掘と人材育成をしている。②組織維持発展のために、広域連携のとれた着地型商品を開発し
ながら、マーケティングを行う。③交流人口拡大のために自由に動けるための観光周辺の自主財源を確保す
る。④一定の顧客開発後は、ＣＲＭ戦略で顧客固定客化する。⑤固定客がリピート化することにより、地域
にとり安定的に旅客消費が循環することになる。 
（６）着地型観光組織、その主な販路（略） 
 
５．着地型観光組織のマトリックス型４分類の提案 
 既述のように着地型観光組織を、「都市・地方の空間軸」、「営利・非営利の民間行政軸」、で分類すると別
紙マトリックスになる。【都市←→地方】軸と、【営利←→非営利】軸である。２つ軸による４つのマトリッ
クスで分解すると、次の４分類になることがわかる。【都市×非営利】類型＝「Ａ．まち歩き型」３件。【都
市×営利】類型＝「Ｂ．観光地起業型」３０件。【地方×営利】類型＝「Ｃ．地域再生型」３０件。【地方×
非営利】類型＝「Ｄ．体験観光型」２０件。 
（１）組織目的毎の自主財源確保の状況 
 Ａ型からＤ型別の組織別の自主財源・収入の状況をみると次のようになる。 Ｂ観光地起業型組織が６６．
６％と最も自主財源の確保する割合が高く、Ｃ地域再生型組織が３０％と最も低いことがわかる。 
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【図１】着地型観光組織のマトリックス４分類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）着地型観光組織の分類ごとの内容 
【都市×非営利】類型 
「Ａ．まち歩き型」－３件、構成比 3.6％ 非営利・都市部のコミュニティ再生 
（例）長崎さるく博、㈱インプリージョン、（社）日田市観光協会 
 Ａまち歩き型とした判断根拠は、旧来型観光地ではない、都市部の歴史的文化的な資源を、住民自らが発
見と再編集してまち歩き商品として仕立てる着地型観光商品を取り扱う着地型観光組織であることにある。
都市の歴史履歴を、時代をさかのぼって地図上に顕在化することで、時代ごとのストーリー展開とまち歩き
ルートが設定される。これらのまちなか履歴の発掘とストーリー化は外部目線をもつ、コミュニティ人材に
よるところが多い。したがって、地域のコミュニティ再生とコミュニティ人材育成に果たす役割の大きい商
品である。 
 Ｃ地域再生型の着地型観光組織との違いは、１次生産者や生産品、加工品を伴わないこと、都市住民と歴
史的文化的履歴による商品を取り扱うことが主な違いとしてある。 
 住民自らが住空間の近隣地区を、時代別、空間別にその地域履歴情報を集積し、つないだものが物語化し
商品化されることを日常業務とする団体である。また都市部としての人口と生業、文化の集積密度の高い所
だけに、まち歩き商品の品ぞろえは、テーマごとに多岐にわたる。都市部の地域資源の整理、活用が新しい
ビジネスモデルの開発の源泉になりうる。 
 
【都市×営利】類型 
「Ｂ．観光地起業型」－３０件、構成比３６％。営利型・観光地再生とコミュニティ創造型。温泉地、観光
地に地域資源活用した新たな観光商品開発と価値創造。 
（例）オンパク、ＮＰＯ勝動、南紀勝浦温泉町並み博、常盤興行、野沢温泉観光協会等。 
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 Ｂ観光地起業型は、都市近郊の温泉旅館の集積地や、近在に世界遺産などの第１級の歴史的文化的観光資
産の集積や又は、著名な山岳リゾート地帯を抱えているエリアに多く存在する。1990 年代前半にバブル景気
の崩壊と、マスツーリズムの行き詰まりで、多くの観光地は、経営面、環境面での大きな停滞を招いた。 
 主としてＢ観光地起業型組織とは、従来型観光産業である大型旅館、観光施設、ドライブイン等や団体を
送る旅行会社に依存することなく、組織自ら観光地の地域資源の再発見と新たな地域連携で商品化と起業を
促す組織のことをいう。 
 温泉地は勿論、周辺の都市、田園地帯の地域資源を発掘、集め、主に温泉地での体験型観光など経験価値
の高い商品提供をして、地域活性化をめざす。地域の資源、人材と、旅行客の滞在時間と交流の拡大に貢献
している。地域各種団体の一定期間、展示または交流、体験観光を通じて、旅客の温泉地での滞在時間を拡
大する趣旨の「屋根のない博覧会」形式ものが多い。 
 Ｂ観光地起業をめざす組織は、旅館組合、個別の旅館、地域物産販売業などがある。当初より民間企業の
主導で創業したものが多い。組織の立地については、県庁所在地などの都市部市場を 1 時間圏内にもつ場所
で創業していることが目立つ。つまり潜在的な需要の一定量とリピーター層が、近郊に暮らす住民であるこ
とを、推し量ることができる立地にある。 
 
【地方×営利】類型 
「Ｃ．地域再生型」（道の駅等）－３０件、構成比３６％。地域資源の産業的ツーリズムの活用。過疎、高齢
者の土地に地域資源型商品の一元管理と地域経済循環。 
（例）㈱秋津野・秋津野ガルテン、㈱ちば南房総・道の駅とみうら枇杷倶楽部、四万十ドラマ等 
 Ｃ地域再生型は、多くが、都市部から１００ｋｍ以上の遠隔地に立地する傾向にある。周辺に農林漁業の
１次生産地および１次産品を取扱う道の駅等の直売所に囲まれている。また１次産品の加工所、生産者レス
トランと、加工食品を取り扱う直売所も備えている。 
 多くが生産活動の体験観光化、貸農園、生産地オーナー制度、頒布会会員化、都市と農村クラブ会員化な
どの事業展開を進めている。エコツーリズム、グリーンツーリズム、フードツーリズム、ブルーツーリズム
など。従来、都市部から遠隔の地域では地元で産出する 1 次産品を、そのまま、農協なり、大手流通に、販
売をしていた。しかし、高度経済成長期に、1 次産業を主とする地域から都市部への人口流失と農林漁業の
高齢化で急速に地域経済の縮小と過疎を招いた。近年、過疎と高齢化、または地域産業の縮小を食い止める
ため、地域資源を見つめ直して、資源を連携、組合せ、加工して直接市場に販路開拓する動きが、過疎地域
といわれる所から現れて来た。地域の各資源を地域住民が起業しながらに産業化まで育成を図る試みと理解
できる。地域活性化することを目的とする、 
 組織と団体の事例を簡潔に述べる。Ｃ地域再生型の各団体、法人は、その立地が、大都市圏や県庁所在地
からも通常の交通機関でも１時間以上かかる位置にある。それは道の駅、古民家保存地区など伝統景観をま
もる町の駅、産地直売所、であることが多い。都市部からの遠隔地であるだけに、１次産業の農林漁業を題
材にした、生産地での体験観光、滞在と交流プログラムを主旨とするものが多い。１次産業にもとづく地域
資源を中心に、生産者や生産団体と協議の上、着地型観光組織が生産物の収穫期における収穫体験と収穫物
の購入、及び生産物の加工食品の購入などが一連の着地体験プログラムを準備している。つまり、着地型滞
在プログラムは、発地から着地側に到着後、午前中に花摘み体験、昼食をはさんで午後に果物等の収穫体験
がセットされている。昼食は、着地型観光組織との連携した、地元民宿、旅館の食堂を利用する。帰路には
いる前に生産品を加工した、菓子類の買物時間が組み込まれている。旅客の消費する財が、確実に地域に投
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下され、Ｃ地域再生型組織を窓口にして、地域に循環する。 
 
【地方×非営利】類型 
「Ｄ．体験観光型」－２０件、構成比２４％。非営利・地域コミュニティ再生型。農業、漁業等の体験と民
泊交流。教育団体市場が主な販路となる。 
（例）滋賀県近江屋ツアーセンター、長野県南信州観光公社、三重県海島遊民くらぶ等。 
 Ｄ体験観光型は、主として地方の地域資源と人材資源を束ねて、教育旅行に有効な体験観光を受け入れを
目的とする、農漁家民泊、生産補助体験などの体験観光商品の開発、販売、運営を主に行う組織。都市部か
ら遠方の１次生産地で、過疎と高齢が進行している土地ながら、農家の離れ部屋を多く抱えている。地域に
とって１０泊前後でも都会の子供たちが滞在し、生産体験などを通じて住民との交流は、家族と地域コミュ
ニティの再生に大変有効な事業といえる。 
 同組織は、組織開設の当初より、地域住民がグリーンツーリズムや地域の産業観光を中心とした、ほんも
のの担い手になり、食の生産現場や、工場の生産現場を、来訪客に本物体験や交流を通じて感動を伝えるこ
とを目的とした組織である。地域産業の誇りや歴史、文化、人物を発地に体験観光・学習商品を通じて発信
し、交流人口を拡大することを目的とする団体、法人のことをいう。商品としては、体験と交流する地域に
より大きく２か所に分類される。農山漁村での生産者と共に農業生産地、漁場での生産体験と交流を受け、
農漁家での民泊 体験がパッケージとして開発されてきた。都市部の中高生にとり、生産者の家族の一員と
して過ごす民泊体験は、食育や地域社会との交流や連携を学びとる効果として高い評価を得ている。 
 一方、都市近郊の中小企業団地等の高い技術を誇る「ものづくり」現場を、工場責任者からの説明と共に、
疑似体験や見学ツアー商品が学習商品として人気だ。 
 Ｄ体験型観光を主な業務とする組織は、行政団体の主導で創業したものが多い。取扱い商品の販売先とし
ては、そのほとんどが教育旅行市場（中学高校の学校市場）である。旅行商品の種類でいえば、企画手配旅
行に該当するものにあたり、一度受注すれば、教育旅行（修学旅行）であるだけに、人数の増減は受注時点
と実施時点との誤差がすくない。また、学校の教育旅行の方針が一定であれば、数年間は、同じ地域が受け
入れ先として受注することが多い。また教育団体旅行は、募集型企画旅行と異なり、計画段階と実施時点の
人数変動は比較的少ないため、受け入れ地域の負担と経済効果は、１年前から概ね計り、期待できる。自治
体予算で体験型観光の受け入れを導入した背景には、取扱人数、金額に誤差の少ない、手堅い旅行商品を中
心に取り扱わざるを得ない事情もある。しかも、地域の民泊受入れ農家漁家にとって、通年ではなく農閑期
の２ヶ月間に１家庭で数回、都市部の中高校生を有料であずかる、という比較的受入れ負担の少ない、ホー
ムステイといえる。 
 但しＤ体験型観光の導入をして、地域活性化の主力事業を考える地域にとって、今後２つの懸念される環
境がある。１つは、少子化の進行による学校教育市場の縮小による、体験学習市場における、地域間競争が
激化する可能性がある。1980 年から 30 年の間に、修学旅行市場における生徒数は、半減している。戦後の
団塊世代の子供たち、団塊ジュニア世代が、団塊世代の人口に比して、半減した人口推移と比例している。 
 教育旅行市場そのものの縮小が、同市場を主力とする、Ｄ体験型観光・学習を売りとする地域にとって、
さらに競争優位性の高い差別化されたプログラムが求められてくる。あと１点は、担い手の高齢化と不足が、
懸念される。Ｄ体験型観光の担い手の多くが、これまで１次産業生産地の 60 歳台の夫婦である。しかし、担
い手自身の高齢化が不足してくることが懸念され、新たな担い手の開発が求められてきている。 
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【表３ａ】着地型観光組織・分類表（都道府県別・収入項目別％） 
 泊＝年間宿泊人数（単位：万人） 県外＝県外からの宿泊者人数（単位：万人）2013 年 11 月 16 日現在 
着地側の組織主体名称 民間比率 所在地 開始年 行政 委託 公共 会費 旅行業 グッズ 飲食宿泊 民間比率 泊 県外 主着地型観光商品
国 ㈱ニセコリゾート観光協会 86 北海道 2003 14 14 30 50 6 86 2456 1384 自然体験
鶴雅トラベル 100 北海道 2007 0 100 100 2456 1384 鶴給餌体験
国 （社）ふらの観光協会 90 北海道 2008 10 10 30 5 5 50 90 2456 1384 体験ツアー
国 ㈱ツーリズムてしかが 50 北海道 2009 50 50 50 50 2456 1384 馬ぞりツアー
国 （社）旭川観光協会 32 北海道 2010 11 57 68 13 2 17 32 2456 1384 開拓ツアー
国 （社）男鹿市観光協会 30 秋田県 1986 10 60 70 20 5 5 30 290 208 なまはげ体験
国 （協）秋田県旅行業協会 70 秋田県 2002 30 30 50 20 70 290 208 郷土料理
国 ㈱鹿角観光物産公社 96 秋田県 2006 4 4 14 77 5 96 290 208 オンパク
国 （社）山形県観光物産協会 91 山形県 2008 1 8 9 91 91 400 266 蔵王月山エコ
国 ＮＰＯ遊佐町観光協会 62 山形県 2009 38 38 2 60 62 体験
㈱常磐興産 100 福島県 2005 0 100 100 712 501 花ツアー
国 （一社）福島市観光協会 9 福島県 2010 68 23 91 3 6 9 712 501 まち歩き
国 只見町観光まちづくり協会 60 福島県 2010 40 40 5 20 35 60 712 501 体験ツアー
国 （財）グリーンふるさと推進機構 25 茨城県 2006 61 14 75 8 17 25 285 209 体験ツアー
国 （一社）茨城県観光物産協会 40 茨城県 2007 40 20 60 23 1 16 40 285 209 伝統食ツアー
国 （社）笠間観光協会 77 茨城県 2010 23 23 11 1 36 25 4 77 285 209 体験ツアー
日光千姫物語 100 栃木県 2006 0 100 100 日光お出かけサロン
国 （財）群馬県観光国際協会 70 群馬県 2007 16 14 30 8 25 20 17 70 589 468 体験博
国 道の駅枇杷倶楽部 90 千葉県 2001 6 4 10 14 18 55 3 90 1552 1265 収穫体験
国 （財）箱根町観光協会 65 神奈川県 2010 15 20 35 3 3 16 36 7 65 1138 782 オンパク
国 （財）雪だるま財団 25 新潟県 2007 23 52 75 3 17 3 25 728 509 雪国体験
国 （社）佐渡観光協会 19 新潟県 2007 80 1 81 10 5 4 19 728 509 佐渡金山他
国 （財）新潟コンベンション協会 25 新潟県 2008 74 1 75 4 18 3 25 728 509 食旅
国 （合）松之山温泉まんま 95 新潟県 2008 5 5 25 55 10 5 95 728 509 美人林探訪
国 ＮＰＯ六日町観光協会 83 新潟県 2008 17 17 6 74 3 83 728 509 直江兼次他
国 （一社）氷見市観光協会 45 富山県 2010 20 35 55 30 5 5 5 45 258 182 ＦＩＴ
国 和倉温泉旅館協同組合 48 石川県 2010 50 2 52 40 2 2 2 2 48 558 418 旅館バスツアー
国 （社）若狭三方五胡観光協会 68 福井県 1986 30 2 32 14 14 26 14 68 221 164 本物体験
国 （社）敦賀市観光協会 28 福井県 2007 72 72 2 8 18 28 221 164 遊敦塾
国 （社）福井県観光連盟 34 福井県 2010 66 66 26 8 34 221 164 戦国ツアー
国 （社）やまなし観光推進機構 30 山梨県 2009 50 20 70 17 13 30 402 333 体験
斎藤ホテル 100 長野県 2001 0 100 100 986 732 旅館バス
国 南信州観光公社 95 長野県 2004 5 5 95 95 986 732 本物体験
国 （一社）白馬村 42 長野県 2005 58 58 25 7 5 5 42 986 732 観光マイスター
国 ㈱昼神サポートエリア 23 長野県 2006 57 20 77 21 2 23 986 732 花巡り木曽路
国 （合）野沢温泉観光協会 82 長野県 2007 16 2 18 11 1 2 68 82 986 732 体験ツアー
国 （一社）千曲市観光協会 25 長野県 2007 39 36 75 7 9 3 6 25 986 732 姥捨夜景バス
信州諏訪温泉博覧会 20 長野県 2008 80 80 － － 986 732 オンパク
国 ながのコンベンションビューロ 6 長野県 2010 93 1 94 6 6 986 732 桜見バス
国 （一社）信州いいやま観光局 80 長野県 2011 20 20 2 15 60 3 80 986 732 森林ヨガ
高山グリーンホテル 100 岐阜県 2007 0 100 100 高山グリーンツアー
国 稲取温泉合同会社 92 静岡県 2007 8 8 50 7 35 92 1339 1013 体験ツアー
国 （一社）伊東観光協会 33 静岡県 2009 7 60 67 11 0 21 1 33 1339 1013 アジサイツアー
国 （一社）三島市観光協会 28 静岡県 2010 25 47 72 10 5 11 28 1339 1013 大社参拝ツアー
国 観光販売システムズ 68 愛知県 2007 32 32 68 68 940 616 スパリゾート
㈱ツアーステーション 100 愛知県 2011 0 100 100 940 616 犬山城ツアー
海島遊民くらぶ 100 三重県 2000 0 100 100 海浜エコ
国 滋賀県旅行業協会近江屋ツアー 20 滋賀県 2009 80 80 20 20 250 208 近江屋ツアー
おごと温泉旅館組合 100 滋賀県 2009 0 100 100 ノルディック
堺観光コンベンション協会 30 大阪府 2006 70 70 30 30 伝統工房
天神天満町町街トラスト 100 大阪府 2007 0 100 100 商人体験
インプリージョン 100 大阪府 2009 0 100 100 まち歩き
いずしトラベル 100 兵庫県 2006 0 100 100 そば体験まち歩き
淡路島観光協会ツーリスト － 兵庫県 2012 － 0 － － バスツアー
有馬もうひと旅社 100 兵庫県 2012 0 100 100 もうひと旅
地域活性局 100 奈良県 2012 0 100 100 ならまちツアー
わかやま産業振興財団 70 和歌山県 2007 30 70 勝浦町並み博
㈱秋津野 95 和歌山県 2007 5 5 95 95 農村交流
国 田辺市熊野ツーリズムビューロ 37 和歌山県 2010 7 56 63 3 31 3 37 338 272 訪日エコ
ＮＰＯ勝動 60 和歌山県 2011 40 40 60 60 南紀勝浦ひなめぐり
国 ＮＰＯ松江ツーリズム研究会 27 島根県 2007 5 68 73 5 12 10 27 220 167 ゴーストツアー
国 おかやまコンベンション協会 48 岡山県 2008 33 19 52 2 3 4 39 48 364 274 桃太郎ツアー
国 （社）尾道観光協会 54 広島県 2010 15 31 46 2 4 15 24 9 54 492 366 瀬戸内サイクル
国 （社）湯田旅館組合 64 山口県 1987 10 26 36 43 8 2 7 4 64 281 203 乗合タクシーツアー
国 （社）山口県観光連盟 47 山口県 2010 47 6 53 16 31 47 281 203 幕末ツアー
国 大洲街なか再生館 85 愛媛県 2004 15 15 15 10 60 85 239 178 まちあるき
えひめ町並博実行委員会 － 愛媛県 2004 － － 239 178 体験博
国 ＮＰＯ佐田岬ツーリズム協会 64 愛媛県 2008 36 36 1 62 1 64 239 178 岬エコツアー
四万十ドラマ 100 高知県 2007 0 100 また旅
国 （社）唐津観光協会 44 佐賀県 2007 33 23 56 4 30 10 44 194 147 体験観光
（一社）松浦党交流公社 70 長崎県 2001 30 30 70 70 本物体験
国 （社）平戸観光協会 37 長崎県 2007 53 10 63 7 14 16 37 418 342 エコ、切支丹
国 佐世保観光コンベンション協会 15 長崎県 2009 41 44 85 8 7 15 418 342 海軍ツアー
国 ＮＰＯ西海市観光協会 3 長崎県 2009 21 76 97 1 2 3 418 342 体験商品
国 （㈱）小値賀観光まちづくり公社 62 長崎県 2009 38 38 60 2 62 418 342 体験商品
国 長崎国際観光コンベンション協会 73 長崎県 2010 16 11 27 4 4 45 19 1 73 418 342 長崎さるく博
国 阿蘇地域振興デザインセンター 75 熊本県 1999 25 25 75 75 498 389 阿蘇ゆる博
国 （社）天草宝島観光協会 7 熊本県 2009 92 1 93 5 1 1 7 498 389 漁師体験
ＮＰＯハットウ・オンパク 100 大分県 1998 0 100 100 オンパク
国 （社）日田市観光協会 31 大分県 2008 16 53 69 4 7 15 5 31 412 299 まち歩き
国 ＮＰＯ竹田市観光ツーリズム協会 29 大分県 2009 60 11 71 12 3 11 3 29 412 299
国 （一社）高千穂町観光協会 89 宮崎県 2010 2 9 11 1 86 2 89 243 187 神楽体験
国 鹿児島県旅行業組合 61 鹿児島県 2007 1 38 39 3 53 5 61 461 339 資源商品
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【表３ｂ】着地型観光組織・分類表（立地別・収入項目別） 
 中核指導者Ａ＝旅行会社出身、Ｈ＝宿泊業出身、Ｇ＝行政出身、Ｔ＝地域づくりリーダー、Ｐ＝商工行政の選出者
着地型観光組織・分類表（立地別・収入項目別）　中核指導者Ａ＝旅行会社出身、Ｈ＝宿泊業出身、Ｇ＝行政出身、Ｔ＝地域づくりリーダー、Ｐ＝商工行政の選出者
着地側の組織主体名称 特性・目的 運営主体の性格 担い手 支援者 所在地 番号 開始年 創業 旅行免許 指導者 主財務 商品 主販路
㈱ニセコリゾート観光協会 Ｄ体験観光 株式会社 社員 町、市民各1/2 北海道 1 2003 2003 2種 ＡＨ 自主事業 ○ 旅行社
鶴雅トラベル Ｂ観光地起業 株式会社 社員 鶴雅ホテル、協会 北海道 1 2007 2007 2種 Ｈ 旅館業 ○ 旅行社
（社）ふらの観光協会 Ｂ観光地起業 社団法人 職員 富良野町 北海道 1 2008 1983 3種 ― 自主事業 ○ 旅行会社
㈱ツーリズムてしかが Ｂ観光地起業 株式会社 住民 弟子屈町 北海道 1 2009 2009 3種 Ｈ 旅行業 ○ 宿泊機関
（社）旭川観光協会 Ｂ観光地起業 社団法人 職員 旭川市 北海道 1 2010 1983 3種 Ａ 委託事業 ○ タクシー
（社）男鹿市観光協会 Ｂ観光地起業 社団法人 社員 男鹿市 秋田県 5 1986 1954 3種 Ａ 委託事業 △ ＪＲ、広報
（協）秋田県旅行業協会 Ｄ体験学習 協同組合 社員 旅行業協同組合 秋田県 5 2002 2002 3種 Ａ 委託事業 ○ ＨＰ
㈱鹿角観光物産公社 Ｃ地域再生型 ３セク 社員 地域企業 秋田県 5 2006 2006 2種 Ａ 物産飲食 ○ 会員組織
（社）山形県観光物産協会 Ｄ体験観光 社団法人 職員 山形県 山形県 6 2008 2004 2種 Ａ 会運用金 △ 旅行会社
ＮＰＯ遊佐町観光協会 Ｄ体験観光 ＮＰＯ法人 職員 遊佐町 山形県 6 2009 2006 3種 Ａ 旅行業 ○ 旅行会社
㈱常盤興産 Ｂ観光地起業 株式会社 社員 ホテル 福島県 7 2007 2007 2種 Ｔ 宿泊業 ○ 宿泊客ＨＰ
（一社）福島市観光協会 Ｃ地域再生 一般社団法人 職員 福島市 福島県 7 2010 2009 2種 Ｈ 補助金 △ ＨＰ
只見町観光まちづくり協会 Ｃ地域再生 一般社団法人 職員 只見町 福島県 7 2010 2009 2種 Ｐ 補助金 △ ＨＰ
（財）グリーンふるさと推進機構 Ｃ地域再生型 財団法人 職員 茨城県北7市町 茨城県 8 2006 1985 2種 Ｇ 補助金 △ 旅行会社
（一社）茨城県観光物産協会 Ｃ地域再生型 一般社団法人 職員 茨城県 茨城県 8 2007 1950 2種 Ｇ 補助金 △ ＨＰ
（社）笠間観光協会 Ｃ地域再生型 社団法人 職員 茨城県 茨城県 8 2010 2005 2種 Ａ 自主事業 △ ＨＰ
日光千姫物語 Ｂ観光地起業 株式会社 社員 ホテル 栃木県 9 2006 2006 3種 Ｈ 旅館業 ○ 宿泊客
（財）群馬県観光国際協会 Ｃ地域再生型 財団法人 職員 群馬県 群馬県 10 2007 2007 2種 Ａ 自主事業 ○ ＨＰ旅行社
道の駅枇杷倶楽部 Ｃ地域再生型 ３セク 職員 南房総市 千葉県 12 2001 1994 3種 Ｔ◎ 自主事業 ◎ 旅行社ＨＰ
（財）箱根町観光協会 Ｂ観光地起業 財団法人 職員 箱根町 神奈川県 14 2010 2010 2種 Ａ 自主事業 △ ＨＰ宿泊
（財）雪だるま財団 Ｄ体験観光 財団法人 職員 上越市 新潟県 15 2007 1989 3種 Ｇ 委託事業 ◎ 旅行社ＨＰ
（社）佐渡観光協会 Ｄ体験観光 社団法人 職員 佐渡市 新潟県 15 2007 2007 3種 Ｈ 補助金 △ ＨＰ
（財）新潟コンベンション協会 Ｄ体験観光 財団法人 職員 新潟市 新潟県 15 2008 1997 2種 Ｐ 補助金 ○ ＨＰ
（合）松之山温泉まんま Ｄ体験観光 合同会社 市民 自営業団体 新潟県 15 2008 2008 3種 Ｈ なし △ 宿客
ＮＰＯ六日町観光協会 Ｄ体験観光 ＮＰＯ法人 職員 南魚沼市 新潟県 15 2008 2008 3種 Ｈ 旅行専業 ○ 宿客ＨＰ
（一社）氷見市観光協会 Ｄ体験観光 一般社団法人 職員 氷見市 富山県 16 2010 2010 3種 ― 委託事業 ＦＩＴＨＰ
和倉温泉旅館協同組合 Ｂ観光地起業 協同組合 職員 七尾市 石川県 17 2010 1960 2種 ― 補助、会費 ＦＩＴ宿客ＨＰ
（社）若狭三方五胡観光協会 Ｄ体験観光 社団法人 職員 若狭町 福井県 18 1986 1963 2種 Ｐ 自主事業 ○ 宿泊客
（社）敦賀市観光協会 Ｃ地域再生型 社団法人 職員 敦賀市 福井県 18 2007 2003 3種 Ａ 補助金 △ ＨＰ
（社）福井県観光連盟 Ｃ地域再生型 社団法人 職員 福井県 福井県 18 2010 1990 2種 Ａ 委託事業 ○ ＨＰ
（社）やまなし観光推進機構 Ｂ観光地起業 社団法人 職員 山梨県 山梨県 19 2009 2009 2種 ― 補助金 ○ ＨＰ
斎藤ホテル Ｂ観光地起業 株式会社 社員 ホテル 長野県 20 2001 2001 2種 Ｈ 旅館、旅行 ○ 宿泊客
南信州観光公社 Ｄ体験観光 ３セク 市民 飯田市 長野県 20 2004 2001 2種 Ａ 旅行専業 ◎ 旅行社ＨＰ
（一社）白馬村 Ｃ地域再生型 一般社団法人 職員 白馬村 長野県 20 2005 2005 2種 Ａ 補助金 ○ 旅行社ＨＰ
㈱昼神サポートエリア Ｂ観光地起業 株式会社 職員 阿智村 長野県 20 2006 2006 2種 Ｐ 補助金 △ 宿泊客
（合）野沢温泉観光協会 Ｂ観光地起業 合同会社 市民 野沢温泉村 長野県 20 2007 2008 3種 Ｐ 自主事業 △ 旅行社
（一社）千曲市観光協会 Ｃ地域再生型 一般社団法人 職員 千曲市 長野県 20 2007 2009 3種 Ａ 補助金 △ ＨＰ
信州諏訪温泉博覧会 Ｂ観光地起業 連合組織 市民 8市町村 長野県 20 2008 2008 2種 Ｔ 補助 ○ ＨＰ
ながのコンベンションビューロ Ｄ地域体験 財団法人 職員 長野県 長野県 20 2010 2004 3種 Ａ 補助金 未 ＨＰ市民
（一社）信州いいやま観光局 Ｄ体験観光 一般社団法人 公社 飯山市 長野県 20 2011 2010 2種 Ｐ 旅行業 ◎ ＨＰ
高山グリーンホテル Ｂ観光地起業 株式会社 社員 ホテル 岐阜県 21 2007 2007 2種 Ｈ 旅館業 ○ 宿泊客
稲取温泉合同会社 Ｂ観光地起業 合同会社 職員 東伊豆町 静岡県 22 2007 2007 2種 Ｐ 旅行業 ○ 宿泊客
（一社）伊東観光協会 Ｂ観光地起業 一般社団法人 職員 伊東市 静岡県 22 2009 2009 ― Ａ 委託事業 × 宿泊客
（一社）三島市観光協会 Ｃ地域再生型 一般社団法人 職員 三島市 静岡県 22 2010 2010 3種 Ａ 委託事業 × △
観光販売システムズ Ｂ観光地起業 株式会社 社員 三重交通 愛知県 23 2007 2007 1種 Ａ◎ 旅行業 ◎ 旅行会社
㈱ツアーステーション Ｂ観光地起業 株式会社 社員 ツアーＳＴＮ 愛知県 23 2011 2011 3種 Ａ 旅行業 ○ ＨＰ
海島遊民くらぶ Ｄ体験観光 有限会社 島民 （有）オズ 三重県 24 2000 2000 ― Ｔ 旅行業 学生 ＨＰ旅館
滋賀県旅行業協会近江屋ツアー Ｄ体験観光 協同組合 市民 滋賀県旅行業協会 滋賀県 25 2009 2009 2種 Ａ 委託事業 ○ 旅行社
おごと温泉旅館組合 Ｂ観光地起業 旅館組合 社員 旅館組合大津市 滋賀県 25 2009 2009 ― Ｔ◎ 宿泊業 ○ 旅行社
堺観光コンベンション協会 Ｄ体験観光 協会 職員 堺市 大阪府 27 2006 2006 ― Ｐ 宿泊業 ○ 旅行社
天神天満町町街トラスト Ｄ体験観光 ＮＰＯ 市民 商店街、バス会社 大阪府 27 2007 2007 2種 Ｔ 商店街 ○ 市広報
インプリージョン Ａまち歩き 株式会社 市民 大阪商工会議所 大阪府 27 2009 2009 3種 Ａ 旅行業 ○ ＨＰ
いずしトラベル Ｂ観光地起業 株式会社 市民 まちづくり公社 兵庫県 28 2006 2006 2種 Ａ 旅行業 ○ 宿泊客
淡路島観光協会ツーリスト Ｂ観光地起業 一般社団法人 職員 地元市町村 兵庫県 28 2012 2012 3種 Ｐ 旅行業 △ 案内所ＨＰ
有馬もうひと旅社 Ｂ観光地起業 株式会社 組合 有馬温泉旅館組合 兵庫県 28 2012 2012 3種 Ｔ◎ 旅館業 ◎ 旅行会社
地域活性局 Ｂ観光地起業 株式会社 社員 ㈱地域活性局 奈良県 29 2012 2012 3種 Ｐ 物産 △ 自店、ＨＰ
わかやま産業振興財団 Ｃ地域再生型 財団法人 職員 和歌山県 和歌山県 30 2007 2007 ― Ａ 業務委託 ○ 広報、旅社
㈱秋津野 Ｃ地域再生型 農業法人 市民 ㈱秋津野 和歌山県 30 2007 2007 ― Ｔ◎ 6次産業 ◎ 近在客広報
田辺市熊野ツーリズムビューロ Ｃ地域再生型 一般社団法人 職員 田辺市 和歌山県 30 2010 2010 2種 Ｐ 補助金 ○ 旅行社
ＮＰＯ勝動 Ｂ観光地起業 ＮＰＯ法人 市民 勝浦観光協会 和歌山県 30 2011 2011 ― Ｔ 物産 ○ 近在客広報
ＮＰＯ松江ツーリズム研究会 Ｂ観光地起業 ＮＰＯ法人 職員 松江市 島根県 32 2007 2005 3種 Ａ 業務委託 ○ 口コミＨＰ
おかやまコンベンション協会 Ｃ地域再生型 社団法人 職員 岡山市 岡山県 33 2008 2007 3種 ― 補助金 △ 県民市民
（社）尾道観光協会 Ｂ観光地起業 社団法人 職員 尾道市 広島県 34 2010 1966 3種 Ｐ 業務委託 ○ 案内所ＨＰ
（社）湯田旅館組合 Ｂ観光地起業 社団法人 職員 山口市 山口県 35 1987 1958 3種 Ｐ 業務会費 △ 案内所
（社）山口県観光連盟 Ｃ地域再生型 社団法人 職員 山口県 山口県 35 2010 1991 2種 Ａ 業務委託 △ ＨＰ
大洲街なか再生館 Ｃ地域再生型 ３セク 社員 町づくり会社 愛媛県 38 2004 2004 2種 Ｐ 土産販売 △ 旅行会社
えひめ町並博実行委員会 Ｃ地域再生型 実行委員会 市民 県観光連、県 愛媛県 38 2004 2004 ― Ｔ◎ 補助金 ◎ 旅行社ＪＲ
ＮＰＯ佐田岬ツーリズム協会 Ｃ地域再生型 ＮＰＯ法人 職員 佐田 愛媛県 38 2008 2006 2種 Ｐ 旅行業 ○ ＨＰ
四万十ドラマ Ｃ地域再生型 株式会社 市民 ＪＡ 高知県 39 2007 2007 ― Ｔ◎ 物産 〇 高級流通
（社）唐津観光協会 Ｄ体験学習 社団法人 市民 唐津市 佐賀県 41 2007 1984 3種 Ａ 旅行業他 ○ 旅行会社
（一社）松浦党交流公社 Ｄ体験学習 一般社団法人 市民 松浦市 長崎県 42 2001 2001 ― Ａ 委託事業 ◎ 旅行社
（社）平戸観光協会 Ｃ地域再生型 社団法人 職員 平戸市 長崎県 42 2007 1996 3種 Ａ 補助金 △ ＨＰ
佐世保観光コンベンション協会 Ｃ地域再生型 財団法人 職員 佐世保市 長崎県 42 2009 2003 3種 Ｐ 委託金 △ 市広報
ＮＰＯ西海市観光協会 Ｃ地域再生型 ＮＰＯ法人 職員 西海市 長崎県 42 2009 2008 3種 Ａ 業務委託 △ ＨＰ
（㈱）小値賀観光まちづくり公社 Ｄ体験学習 株式会社 社員 小値賀町 長崎県 42 2009 2009 3種 Ｔ◎ 自主事業 ○ 特定旅社
長崎国際観光コンベンション協会 Ａまち歩き 社団法人 市民 長崎市 長崎県 42 2010 1967 2種 Ａ 旅行業他 ○ ＨＰ広報
阿蘇地域振興デザインセンター Ｃ地域再生型 財団法人 職員 阿蘇市12町村 熊本県 43 1999 1999 ― Ｔ◎ 運用益 ◎ 旅行社
（社）天草宝島観光協会 Ｄ体験学習 社団法人 職員 天草市 熊本県 43 2009 2007 3種 Ａ 補助金 △少 ＨＰ広報
ＮＰＯハットウ・オンパク Ｂ観光地起業 ＮＰＯ 市民 旅館組合 大分県 44 1998 1996 2種 Ｔ◎ 旅館組合 ◎ ＨＰ旅社
（社）日田市観光協会 Ａまち歩き 社団法人 職員 日田市 大分県 44 2008 1971 3種 Ａ 業務委託 ○ 旅行社
ＮＰＯ竹田市観光ツーリズム協会 Ｃ地域再生型 ＮＰＯ法人 職員 竹田市 大分県 44 2009 2009 3種 Ａ 補助金 ○ 旅行社
（一社）高千穂町観光協会 Ｃ地域再生型 一般社団法人 職員 高千穂町 宮崎県 45 2010 2009 3種 ― 自主事業 ○ 旅行社
鹿児島県旅行業組合 Ｂ観光地起業 協同組合 旅行社 鹿児島県 鹿児島県 46 2007 2006 2種 Ｐ 旅行業 ○ ＪＲ、広報
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